
 

 

○ 合併等を行う場合に提出する概要書 
 

１．概要書の提出が必要となる場合 
東証の有価証券上場規程では、いわゆる裏口上場の防止を目的として、上場会社が吸収合併等を行った

結果、上場会社が実質的な存続会社でないと認められ、かつ、一定期間内に新規上場審査の基準に準じ

た基準に適合しない場合には上場廃止となることが定められています。この不適当合併等に係る上場廃

止審査のため、上場会社は、以下に掲げる行為のいずれかを行う場合は、有価証券上場規程の定めに基

づき、東証まで所定の概要書を提出することが義務づけられています。なお、この概要書は、裏口上場

の防止を目的とした不適当な合併等の上場廃止基準における上場会社としての実質的存続性の審査及び

合併等における相手会社等の情報の公衆縦覧のために提出していただく書類であり、不実記載、不提出、

提出遅延などの場合には、有価証券上場規程違反となり得ますので、十分に留意してください。 

不適当合併等に係る上場廃止審査の概要は、「第４編第２章 【不適当合併等に係る上場廃止審査の概

要】」を参照してください。 

 

（１）株式交換 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 他の会社の完全子会社となる株式交換を行う場合（＊） 

・ 非上場会社を完全子会社とする株式交換を行う場合 

 

（＊）当該他の会社（非上場会社である場合に限る。）又は当該他の会

社の親会社（非上場会社である場合に限る。）の株券等についてテ

クニカル上場規定に係る新規上場申請が行われるときに限る。 

非上場会社の概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第６号ｅ（ｂ）】 

 

（２）株式移転 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 非上場会社と共同して株式移転を行う場合（＊） 

 

（＊）新設会社の株券等についてテクニカル上場規定に係る新規上場

申請が行われるときに限る。 

非上場会社の概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第７号ｃ（ｂ）】 

 

（３）合  併 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 他の会社と合併する場合であって上場会社が当該合併

により解散するとき（＊） 

・ 非上場会社を吸収合併する場合 

 

（＊）新設会社である非上場会社若しくは存続会社である非上場会社

又は当該存続会社の親会社である非上場会社の株券等についてテ

クニカル上場規定に係る新規上場申請が行われるときに限る。 

非上場会社の概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第８号ｅ（ｂ）】 

 

（４）会社分割 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 会社分割（＊）を行う場合 
 

（＊１）上場会社との会社分割、非上場会社との会社分割ともに含

む。 

（＊２）上場会社単独の新設分割を除く。 

会社分割概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第９号ｅ】 



 

 

（５）事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

 

・ 非上場会社からの事業の全部若しくは一部の譲受けを

行う場合（＊１） 

・他の者（＊２）への事業の全部若しくは一部の譲渡を行う

場合（＊１） 
 

（＊１）有価証券上場規程施行規則第４０１条第２号に規定する軽微

基準に該当する場合（適時開示が任意の場合）は、概要書の提出

が不要。 

（＊２）上場会社、非上場会社ともに含む。 

 

事業の譲受け（譲渡）概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第１０号】 

 

（６）子会社の異動 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 子会社の異動（＊１）を行う場合（＊２） 
 

（＊１）異動子会社が他の上場会社である場合、非上場会社である場

合ともに含む。 

（＊２）有価証券上場規程施行規則第４０１条第５号に規定する軽微

基準に該当する場合（適時開示が任意の場合）は、概要書の提出

が不要。 

 

 

 

異動子会社に関する概要書 

 

 

 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第１１号】 

 

（７）固定資産の譲渡又は取得 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 非上場会社からの事業上の固定資産の譲受けを行う場

合（＊１） 

・ 他の者（＊２）への事業上の固定資産の譲渡を行う場

合（＊１） 
 

（＊１）有価証券上場規程施行規則第４０１条第６号に規定する軽微

基準に該当する場合（適時開示が任意の場合）は、概要書の提出

が不要。 

（＊２）上場会社、非上場会社ともに含む。 

事業上の固定資産の 

譲受け（譲渡）概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第１項、同施行規則第４１７条第１２号】 

 

（８）業務上の提携 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 非上場会社と業務上の提携を行う場合（＊） 
 

（＊）有価証券上場規程施行規則第４０１条第４号に規定する軽微基

準に該当する場合（適時開示が任意の場合）は、概要書の提出が

不要。 

 

 

業務提携、第三者割当概要書 

 

 

【有価証券上場規程第４２１条第２項】 

 



 

 

（９）第三者割当による株式又は優先出資の割当て 

提出が義務づけられる場合 提出が義務づけられる概要書の名称

・ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て（＊

１）を行う場合（＊２）（＊３） 
 

（＊１）上場会社への割当て、非上場会社への割当てともに含む。 

（＊２）自己株式の処分を含む。 

（＊３）有価証券上場規程施行規則第４０１条第１号に規定する軽微

基準に該当する場合（適時開示が任意の場合）は、概要書の提出

が不要。 

業務提携、第三者割当概要書 

【有価証券上場規程第４２１条第２項】 

 

 

２．概要書の構成 
概要書は、以下のとおり構成されています。 

概要書の構成 作成・提出の要否 公衆縦覧

概要書Ａ票【提出票】 必須 対象外 

概要書Ｂ票【審査票】 必須 対象外 

（概要書Ｃ票【Ⅰの部】（＊１）） 適時開示資料で代用 対象 

（概要書Ｄ票【Ⅱの部】（＊２）） 
概要書Ｂ票【審査票】において、 

Ｄ票が「必要」と表示された場合にのみ提出が必要 
対象外 

 

（＊１）概要書Ｃ票【Ⅰの部】は、原則、適時開示資料で代用可能であり、別途、作成は不要です。ただし、適時開

示資料において必要事項が記載されていない場合で、東証が必要と認めた場合には、別途、所定の様式で作成・

提出を求める場合があります。 
 

（＊２） 東証では、裏口上場の防止を目的とした不適当な合併等の上場廃止基準において、一般的に問題があると

は考えにくい態様を「軽微基準」として明示し（第４編第１章【不適当合併等に係る上場廃止審査の概要】参照）、

軽微基準に該当する場合には上場会社としての実質的存続性があるものとして取扱い、一方、軽微基準に該当し

ない場合には、さらに詳細な審査を行い、上場会社としての実質的存続性の審査を行います。 

なお、軽微基準に該当しない場合には、概要書Ｂ票【審査票】においてＤ票が「必要」と表示され、Ｄ票の作

成・提出が必要となります。 

 

 

３．概要書の提出時期 
上場廃止基準に係る審査の関係から、不適当な合併等の上場廃止基準における軽微基準に該当しない行

為を行う場合（上場会社としての実質的存続性の審査を行う必要がある場合）には、行為の決定・適時

開示を行う２週間前までに所定の概要書を作成のうえ、事前相談していただくこととしています。 

 

 



 

４．概要書の提出方法 
郵送、東証上場部上場会社担当窓口又はＴａｒｇｅｔにより提出してください（Ｔａｒｇｅｔより提

出する場合には、概要書Ａ票【提出票】における社印及び代表者印が不要となります。）。 
 

 

概要書の提出は、「Ｔａｒｇｅｔ」東証サイトを利用してください。 

ＵＲＬ https://www.pub.target.ne.jp/tse/index.do 
（：届出書類登録－上場部－その他－その他届出書類） 

 

※ Ｔａｒｇｅｔの操作方法などの詳細は、〔Ｔａｒｇｅｔユーザーズマニュアル（基本操作等）〕〔Ｔ

ａｒｇｅｔ個別書類提出マニュアル」を参照してください。 

※ 「タイトル」に提出する概要書の名称（＊１）を入力、「添付ファイル」（＊２）で提出する概要

書のＰＤＦファイル（＊３）を選択し、「確認」ボタンを押下します（「利用者メモ」欄は、入力が

不要です。）。 

※ 「登録確認」画面で内容を確認し、問題なければ「実行」ボタンを押下します。「登録完了」画面

が表示されれば完了です。 
 

（＊１）概要書の名称は、非上場会社の概要書、会社分割概要書、事業の譲受け（譲渡）概要書、異動子会社に関

する概要書、事業上の固定資産の譲受け（譲渡）概要書、業務提携、第三者割当概要書のいずれかを入力して

ください。なお、異なる概要書を一括で登録する場合は、提出する概要書の名称すべてを入力（例えば「非上

場会社の概要書」と「会社分割概要書」を一括で登録する場合：「タイトル」は、非上場会社の概要書、会社

分割概要書と入力してください。）したうえで、それぞれの概要書に係るＰＤＦファイルを１つのＰＤＦファ

イルに結合し、提出してください。 

（＊２）「添付ファイル」の「参照」ボタンを押下すると、「ファイルの選択」ウィンドウが開きますので、提出す

るＰＤＦファイルを選択してください。「開く」ボタンを押下するとファイルが添付されます。 

（＊３）提出が必要となる概要書Ａ～Ｄ票の複数のファイルをそれぞれＰＤＦファイルに変換したうえで、１つの

ＰＤＦファイルに結合してください。 

 

 

 

５．概要書の様式及び記載上の注意事項 
・ 有価証券上場規程に基づく当取引所所定の様式は、次頁以降に掲げるとおりです。 

・ この資料は、一般的な事項について説明しています。 

・ 記載内容に未定のものがある場合には、不適当な合併等の上場廃止基準における上場会社としての実質

的存続性の審査の進捗及び結果に影響しますので、留意してください。 

・ 記載内容や記載方法について不明な点がある場合は、東証までお問合せください。 



 

 

（１）概要書Ａ票【提出票】 

 

〔記載例：「非上場会社の概要書」の場合〕 

 

年 月 日提出

代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　宛

平成　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　　　　株式交換

　　　　会社分割

　　　　固定資産の譲渡又は取得

３．備考

概要書Ａ票【提出票】

　※　有価証券上場規程において、適時開示を必要とする全ての行為のボックスにチェックを付してください（複数選択可）。

　　第三者割当

２．対象となる行為の様態

株式移転

市場区分：

　会　　社　　名 証券コード：

　　平成

非上場会社の概要書

株式会社 東京証券取引所

有価証券上場規程の定めるところに従い、概要書を提出します。

　　子会社の異動事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け

１．開示日（行為決定日）

　代　　表　　者
　　役　職・氏　名

　連　　絡　　者
　　役　職・氏　名
　　電　話　番　号

業務上の提携

　　合　　併

○○○○株式会社

○○

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○ ○○

代表取締役社長　○○ ○○

○○ ○○

印

印

○○○○

市場○部

○○-○○○○-○○○○

Ａ４縦サイズで作成・提出してくださ
い。

【例：「非上場会社との株式交換」と「第三者割当による株式若しく
は優先出資の割当て」を行う場合】
「株式交換」と「第三者割当」のそれぞれのボックスにチェックを付
してください。

Ｔａｒｇｅｔより本概要書をご提出いただく場合には、社
印及び代表者印が不要となります。

本概要書の記載内容について、東証より問合せを
させていただく場合がございますので、実際に実務
をご担当されている方を記載してください。

有価証券上場規程において適時開示の軽微基準に該当し、適時開示
を要しない行為のチェックは不要です（適時開示を行っている場合でも、
適時開示の軽微基準に該当し、適時開示を要しない行為に係る任意開
示のチェックは不要です。）。

同一の対象会社に対して、同時に複数の行為を行う場合は、複数の行為の
うち、任意に選択した１つの行為に係る概要書を作成・提出してください。

【例：「非上場会社との株式交換」と「非上場会社との業務提携」を同時に行
う場合】
「非上場会社との株式交換」に該当する「非上場会社の概要書」、「非上場
会社との業務提携」に該当する「業務提携、第三者割当概要書」、どちらか
をご提出ください。

特筆すべき事項がある場合は、「備考」に記載してください。
（例：日本円に換算した場合の為替レート）

 



 

（２）概要書Ｂ票【審査票】 

 

〔記載例：「非上場会社の概要書」の場合〕 

 

該当の
有無

有 平成○○年○○月○○日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日
無 平成 年 月 日

無 平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

非上場会社の総資産額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

非上場会社の売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社の子会社化

非上場会社からの事業の譲受け

行為の対象会社

会社分割による非上場会社からの事業の承継

事業の廃止

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

行為の態様

非上場会社との株式移転

開示日

開示日

会社分割による他の者への事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け

他の者への事業の譲渡

①

事業上の固定資産の譲渡

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社との業務上の提携

非上場会社との合併

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

②

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

非上場会社との業務上の提携

事業の休止

非上場会社との合併

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社との株式移転

決算期

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

③

決算期

平成

平成

④

決算期 平成

決算期 平成

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の連結売上高をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

⑤

決算期 平成

決算期 平成

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の連結経常利益をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

事業の廃止

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

非上場会社の子会社化

行為の対象会社

○○○○株式会社

概要書Ｂ票【審査票】

行為の対象会社 ○○○○株式会社

非上場会社の概要書

Ｄ票 不要

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

概要書Ｂ票【審査票】において必要事項を入力した
後、「必要」と表示された場合には、概要書Ｄ票【Ⅱの
部】の作成・提出が必要となります（「不要」と表示さ
れた場合には、概要書Ｄ票【Ⅱの部】の作成・提出が
不要となります。）。

「連結子会社との行為」又
は「連結子会社以外との行
為」をプルダウンより選択し
てください。

行為の対象会社を記載してくださ
い。なお、対象会社が複数ある場
合には、対象会社ごとに概要書Ｂ
票【審査票】を作成してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、
行為対象の連結子会社が非上場会社（連結子
会社を除く。）との間で該当行為があるかどうか
を確認してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象
の非上場会社（その関係会社を含む。）との間で該当行為
があるかどうかを確認してください。

同時に複数の行為を行う場合、提出する概要書の提出要件
となる行為を除いた残りの行為は、「上場会社が行為を決定
した日以前の３年間の行為」に該当することとなります。

【例：「非上場会社との株式交換」と「非上場会社との業務提
携」と「第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て」を
同時に行う場合で、「非上場会社の概要書」を提出する場
合】
「非上場会社の概要書」の提出要件となる「非上場会社との
株式交換」の行為を除いた「非上場会社との業務提携」と「第
三者割当による株式若しくは優先出資の割当て」が、「上場
会社が行為を決定した日以前の３年間の行為」に該当する
こととなり、それぞれの項目について、「有」を選択します。

連結財務諸表作成会社の場合は、連結の数値を記
載してください。

数値の算出が困難な場合（例：新設の会社）は、空欄
にしてください。

米国会計基準の場合は、「税引前当期純利益」を記
載してください。

日本円で記載してください。なお、日本円に換算した
場合には、Ａ票の「備考」に為替レートを記載してくだ
さい。

「他の者」は、上場会社、
非上場会社ともに含みま
す。



 

 

〔非上場会社の概要書Ｂ票【審査票】 様式〕 

 

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

非上場会社の総資産額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

非上場会社の売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社を完全子会社とする株式交換

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社との株式移転

事業の廃止

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

非上場会社の子会社化

開示日

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

行為の対象会社

会社分割による非上場会社からの事業の承継

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

①

会社分割による他の者への事業の承継

事業上の固定資産の譲渡

事業の休止

他の者への事業の譲渡

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社との業務上の提携

非上場会社との合併

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

②

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

非上場会社との業務上の提携

事業の休止

非上場会社との合併

非上場会社との株式移転

③

決算期

平成

平成

決算期

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

事業の廃止

④

決算期 平成

決算期 平成

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の連結売上高をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

⑤

決算期 平成

決算期 平成

上場会社及び非上場会社の直前連結会計年度の連結経常利益をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

開示日
該当行為

（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社の子会社化

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

概要書Ｂ票【審査票】

行為の対象会社

行為の対象会社

非上場会社の概要書

Ｄ票 必要

行為の態様

 

 



 

〔会社分割概要書Ｂ票【審査票】 様式〕 

 

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

承継対象の資産の額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

承継対象の部門等の売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

承継対象の部門等の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社を完全子会社とする株式交換

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

概要書Ｂ票【審査票】

平成

平成

行為の対象会社

決算期

事業の廃止

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

非上場会社の子会社化

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

行為の対象会社

非上場会社を完全子会社とする株式交換

⑤

決算期 平成

決算期 平成

上場会社の直前連結会計年度の連結経常利益及び事業の承継の対象となった部門等の経常利益に相当する額をそれぞれ入力してくだ
さい。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

④

決算期 平成

決算期 平成

上場会社の直前連結会計年度の連結売上高及び事業の承継の対象となった部門等の売上高に相当する額をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

決算期

上場会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額及び事業の承継の対象となった資産の額をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

非上場会社との合併

会社分割による非上場会社からの事業の承継

他の者への事業の譲渡

非上場会社との株式移転

事業の廃止

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

開示日

非上場会社の子会社化

③

②

①

事業上の固定資産の譲渡

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

非上場会社との業務上の提携

非上場会社からの事業の譲受け

会社分割による他の者への事業の承継

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

他の者への事業の譲渡

事業の休止

非上場会社との合併

非上場会社との株式移転

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

非上場会社との業務上の提携

会社分割概要書

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

行為の対象会社

Ｄ票

行為の態様

必要

開示日

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

 

 



 

 

〔事業の譲受け（譲渡）概要書Ｂ票【審査票】 様式〕 

 

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

承継・譲受け対象の資産の額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

承継・譲受け対象の部門等の売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

承継・譲受け対象の部門等の経常利益 百万円 年 月期

非上場会社との株式移転

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

事業の廃止

概要書Ｂ票【審査票】

事業の休止

非上場会社との合併

非上場会社を完全子会社とする株式交換

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

非上場会社との業務上の提携

必要

事業の譲受け（譲渡）概要書

行為の対象会社

Ｄ票

行為の態様

非上場会社を完全子会社とする株式交換

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

会社分割による非上場会社からの事業の承継

開示日

開示日

会社分割による他の者への事業の承継

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

他の者への事業の譲渡

非上場会社との株式移転

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

行為の対象会社

①

事業上の固定資産の譲渡

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

非上場会社との業務上の提携

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社の子会社化

非上場会社との合併

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

③

②

④

決算期 平成

決算期 平成

上場会社の直前連結会計年度の連結売上高及び事業の承継又は譲受けの対象となった部門等の売上高に相当する額をそれぞれ入力
してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

決算期

上場会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額及び事業の承継又は譲受けの対象となった資産の額をそれぞれ入力してく
ださい。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

⑤

決算期 平成

決算期 平成

上場会社の直前連結会計年度の連結経常利益及び事業の承継又は譲受けの対象となった部門等の経常利益に相当する額をそれぞれ
入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

行為の対象会社

非上場会社の子会社化

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

平成

平成決算期

事業の廃止

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

 

 



 

〔異動子会社に関する概要書Ｂ票【審査票】 様式〕 

 

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

行為対象の会社の総資産額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

行為対象の会社の売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

行為対象の会社の経常利益 百万円 年 月期

事業の休止

異動子会社に関する概要書

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

非上場会社との株式移転

決算期

②

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

非上場会社との業務上の提携

行為の対象会社

事業の廃止

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

④

決算期

③

決算期

決算期

平成

決算期 平成

上場会社及び行為対象の会社の直前連結会計年度の連結経常利益をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

平成

上場会社及び行為対象の会社の直前連結会計年度の連結売上高をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

決算期 平成

平成

上場会社及び行為対象の会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額をそれぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

平成

Ｄ票 必要

行為の対象会社

行為の態様

概要書Ｂ票【審査票】

開示日
該当行為

（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

非上場会社の子会社化

非上場会社を完全子会社とする株式交換

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け①

非上場会社との合併

 

 



 

 

〔事業上の固定資産の譲受けＢ票（譲渡）概要書【審査票】 様式〕 

 

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

上場会社の総資産額 百万円 年 月期

譲受け対象の資産の額 百万円 年 月期

上場会社の売上高 百万円 年 月期

譲受け対象の資産に係る売上高 百万円 年 月期

上場会社の経常利益 百万円 年 月期

譲受け対象の資産に係る経常利益 百万円 年 月期

Ｄ票

行為の態様

必要

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

会社分割による非上場会社からの事業の承継

開示日

開示日

事業上の固定資産の譲受け（譲渡）概要書

事業の休止

非上場会社との合併

非上場会社との株式移転

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

非上場会社との業務上の提携

①

事業上の固定資産の譲渡

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

非上場会社との業務上の提携

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社の子会社化

会社分割による他の者への事業の承継

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て

非上場会社の子会社化

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

③

②

④

決算期 平成

決算期 平成

上場会社の直前連結会計年度の連結売上高及び事業上の固定資産の譲受けの対象となった資産に係る売上高に相当する額をそれぞ
れ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

決算期

上場会社の直前連結会計年度の末日における連結総資産額及び事業上の固定資産の譲受けの対象となった資産の額をそれぞれ入力し
てください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

⑤

決算期 平成

決算期 平成

上場会社の直前連結会計年度の連結経常利益及び事業上の固定資産の譲受けの対象となった資産に係る経常利益に相当する額をそ
れぞれ入力してください。
　※　連結財務諸表非作成会社の場合は、個別財務諸表の金額を入力してください。

行為の対象会社

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

行為の対象会社

非上場会社との合併

事業の廃止

概要書Ｂ票【審査票】

行為の対象会社

平成

平成決算期

事業の廃止

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

他の者への事業の譲渡

非上場会社との株式移転

 

 



 

〔業務提携、第三者割当概要書【審査票】 様式〕 

 

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

該当の
有無

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日
平成 年 月 日

平成 年 月 日

非上場会社を完全子会社とする株式交換

非上場会社との株式移転

事業の廃止

行為の対象会社開示日

会社分割による他の者への事業の承継

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

他の者への事業の譲渡

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の会社（その関係会社を含む。）との間で以下に掲げる行為を行っている又は行
うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場合には、「開示日」
及び「行為の対象会社」を入力してください。

①

事業上の固定資産の譲渡

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

非上場会社との業務上の提携

非上場会社からの事業の譲受け

非上場会社の子会社化

非上場会社との合併

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

②

該当行為
（有価証券上場規程において、適時開示が必要な場合に限る）

事業上の固定資産の譲渡

会社分割による他の者への事業の承継

他の者への事業の譲渡

非上場会社との業務上の提携

非上場会社との合併

非上場会社との株式移転

非上場会社からの事業の譲受け

事業の廃止

第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て
事業の休止

会社分割による非上場会社からの事業の承継

非上場会社の子会社化

非上場会社からの事業上の固定資産の譲受け

上場会社が行為を決定した日以前の３年間に、行為対象の連結子会社が他の会社（連結子会社を除く。）との間で以下に掲げる行為を
行っている又は行うことについて決定しているかについて、「該当行為」ごとに「該当の有無」を選択してください。また、該当行為がある場
合には、「開示日」及び「行為の対象会社」を入力してください。

行為の対象会社開示日

非上場会社を完全子会社とする株式交換

会社分割による非上場会社からの事業の承継

概要書Ｂ票【審査票】

行為の対象会社

必要

業務提携、第三者割当概要書

Ｄ票

行為の態様

 

 



 

 

（３）概要書Ｃ票【Ⅰの部】 

 

〔注意事項〕 

○ 概要書Ｃ票【Ⅰの部】は、原則、適時開示資料で代用可能であり、別途、作成は不要です。ただし、

適時開示資料において必要事項が記載されていない場合で、東証が必要と認めた場合には、別途、所

定の様式で作成・提出を求める場合があります。 

 

 

（４）概要書Ｄ票【Ⅱの部】 

 

〔記載例〕 

①商号

②本店所在地

役職 氏名

代表取締役社長 ×× ××

役職 氏名

代表取締役社長 ×× ××

専務取締役 ×× ××

常務取締役 ×× ××

取締役 ×× ××

取締役 ×× ××

取締役 ×× ××

取締役 ×× ××

取締役 ×× ××

監査役 ×× ××

監査役 ×× ××

氏名・会社名 持株比率

○○ ○○ ××．×％

○○ ○○ ××．×％

○○ ○○ ××．×％

○○ ○○ ××．×％

○○ ○○ ××．×％

（連結）・（個別）

決算期
平成○○年
○月期

平成○○年
○月期

売上高（百万円） ○○○ ○○○

経常利益（百万円） ○○○ ○○○

総資産（百万円） ○○○ ○○○

純資産（百万円） ○○○ ○○○

○○概要書

○○．○％

上場会社 行為対象会社

○○．○％

××．×％

○○．○％

○○．○％

持株比率

×× ××

×× ××

×××

×××

氏名

×× ××

氏名

×× ××

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

平成××年
×月期

×××

×××

平成○○年
○月期

平成××年
×月期

平成××年
×月期

○○○

○○○

1．上場会社における本行為による変更の有無

○○ ○○

○○ ○○

監査役

監査役

×× ××

×× ××

×× ××

氏名

○○ ○○

○○ ○○

○○．○％

持株比率

○○ ○○

×× ××

×× ××

氏名

○○ ○○

○○ ○○

○○．○％

○○ ○○

○○ ○○

取締役

×× ××

取締役

取締役

③代表者の役職・氏
名

⑤大株主の状況
（平成○○年○月○
日現在）

④役員の状況

○○．○％

○○ ○○

○○ ○○

○○．○％

○○．○％

上場会社

○○○○株式会社

○○県○○市○○町○ー○

○○○

取締役

×× ××

氏名・会社名

取締役

○○○

行為対象会社

××××株式会社

○○都○○区○○町○ー○

役職

代表取締役社長

役職

代表取締役社長

専務取締役

常務取締役

×××

×××

×××

×× ××

（連結） （個別）

×××

上場会社におけ
る本行為による
変更の有無

変更なし

変更あり

変更あり

変更あり

変更あり

×××

×××

×××

×××

変更内容

××県××市××町×ー×

役職

代表取締役社長

役職

代表取締役社長

専務取締役

常務取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

監査役

監査役

概要書Ｄ票【Ⅱの部】

２．当事会社における主要な経営指標

○○ ○○

○○ ○○

○○ ○○

氏名・会社名

○○ ○○

×× ××

○○ ○○

取締役

「上場会社における本行為による変更の
有無」において「変更なし」を選択した場合
には、空欄にしてください。

把握可能な直近の時点の大株主の状況を所有株式数（他
人〔仮設人〕名義のものを含む。）の多い順に５名記載してく
ださい（大株主に議決権を有しないものが含まれる場合に
は、その旨を注記してください。）。

概要書Ｂ票【審査票】において、Ｄ票が「必要」
と表示された場合には、本票（概要書Ｄ票【Ⅱ
の部】）をご提出ください。

上場会社における「①商号」、「②本店所在地」、「③代表者の役
職・氏名」、「④役員の状況」、「⑤大株主の状況」の本行為によ
る変更の有無をプルダウンより選択してください。

役員間において、２親等内の親族関係があ
る場合には、その旨を注記してください。

開示資料において本経営指標が記載され
ている場合には、項目ごと削除していただ
いて構いません（表も削除していただいて構
いません。）。

提出日現在において変更内容が未定の場合
には、可能な範囲で今後の見込みを記載して
ください。また、記載が難しいには、変更内容
の決定予定時期を記載してください。

登記上の本店所在地を記載してください。な
お、登記上の本店所在地とは別に、事実上、
本社機能が所在している場合には、その内容
について注記してください。

全取締役（執行役）、全監査
役（監査委員）の役職・氏名
を記載してください。

役員の人数に応じて、行を挿入し、全ての役
員を記載してください。

提出日から本行為の期日までの間に大株主
の変動が見込まれている場合には、その内
容を注記してください。

ご提出いただく概要書の名称（例：非上場会社の
概要書）に変更してください。

連結財務諸表作成会社の場合は、プルダウンで「連
結」を選択し、連結の数値を記載してください（非連結
財務諸表作成会社の場合は、「個別」を選択し、個別
の数値を記載してください。）。

 



 

 

〔記載上の注意事項〕 

・主要な経営指標等の推移 

ａ．会社分割（承継会社）の場合は、行為対象会社の欄に行為対象会社からの事業の承継の対象と

なった部門の最近３事業年度に係る主要な経営指標等の推移について記載してください。 

ｂ．会社分割（分割会社）の場合は、行為対象会社の欄に上場会社からの事業の承継の対象となった

部門の最近３事業年度に係る主要な経営指標等の推移について記載してください。 

ｃ．事業の全部又は一部の譲渡又は譲受けの場合（事業上の固定資産の譲渡又は事業上の固定資産の

譲受けを含む）は、事業の譲渡又は事業の譲受の対象となった行為対象会社の事業部門の最近３事

業年度にかかる主要な経営指標等の推移について記載してください。 

ｄ．事業の休止及び事業の廃止の場合は、事業の休止または事業の廃止の対象となった事業部門の最

近３事業年度にかかる主要な経営指標等の推移について記載してください。 

ｅ．事業部門別の純資産など対象となった数値の算出が困難である場合は、「算出不可」と記載して

ください。 

 

 

 


